
今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（中間報告 （概要））

１．大気汚染の状況

（１）二酸化窒素（ ）及び浮遊粒子状物質(SPM)の環境基準達成状況NO2

・測定局におけるNO 及びSPMの環境基準達成率は、ここ数年継続して90％を超えており、2

総量削減基本方針における「環境基準のおおむね達成」の目標は達成していると評価。

・しかし、NO は、大都市圏の自排局を中心に環境基準を達成していない測定局が引き続2

き存在し、継続的・安定的な達成とは言い難い自排局も存在。また、SPMは、平成21年

、 、度には初めて全測定局で環境基準を達成したが その継続的・安定的な達成の判断には

引き続き監視が必要。

（２）大気環境状況の将来予測

・環境省の調査結果によれば、現行対策を継続的に行うだけでは、平成32年度においても

NO2の環境基準超過地点が残るものと予測。

（３）自排局周辺等の汚染の状況

・自排局の周辺にNO の高濃度域がある程度の広がりを持って存在する局地もあると見込2

、 、 、まれることから 対策地域における環境基準の達成は それぞれの局地の特性を踏まえ

汚染の広がりを考慮した評価が必要。

２．総量削減基本方針の見直しの在り方

（１）窒素酸化物(NOx)及び粒子状物質(PM)対策の継続の必要性

・NO 及びSPMの環境基準が継続的・安定的に達成されているとは言い難い状況にあること2

から、平成23年度以降も対策の継続が必要であり、そのための総量削減基本方針の見直

しが必要。

（２）総量削減基本方針に定める目標の見直し

①目標内容

・自動車NOx・PM法の目的を踏まえ、測定局における継続的・安定的な環境基準の達成

に加えて、対策地域全体としての環境基準達成を念頭に 「対策地域における大気の、

汚染に係る環境基準の確保」とする。

②目標期間

・対策地域全体の環境基準確保の目標期間は10年（平成32年度）とするが、５年目（平

成27年度）までに測定局における環境基準の達成をできる限り図る。

・５年目における目標の達成状況につき中間評価を実施することにより、極力早期に対

策地域全体における環境基準の確保を目指す。

（３）総量削減基本方針に定める施策等の見直し

①基本的な考え方

・測定局における５年以内の環境基準達成に向けて、重点対策地区に係る制度の活用を

含めて、現行制度の下で実施可能な施策をできる限り充実。



・対策地域全体における10年以内の環境基準の確保に向けて、短期的な改善が困難と想

定される非達成局については、要因の調査・解析とともに、より実効性の高い対策の

検討等を並行して行い、中・長期的な対策を含めた総合的な施策を検討。

・５年目の中間評価に基づき、対策の強化を含めた追加的な施策の必要性を検討。

②局地汚染対策

1)局地汚染対策の進め方

・非達成局周辺のみの対策では効果が限定的であり、汚染の広がりや原因を十分考慮し

て、合理的な範囲の局地全体を網羅しうるものとすることが重要。

2）重点対策地区の見直し

・重点対策地区の範囲については、非達成局の周辺にも汚染の広がりが見込まれる局地

があることを踏まえ、総量削減基本方針における「交差点近傍」の例示について、知

事が地域の状況や特性に応じ必要と考える合理的な範囲を指定できるように見直すこ

とが必要。

3)都市部局等との連携

・地形、道路構造、周囲の建築物等により局地的に汚染物質が滞留しやすくなっている

局地については、当該箇所の開発等が行われる際に、環境改善のための適切な対策が

取られるよう、都市部局等との十分な連携が必要。

4)情報共有による関係者の協力促進

・関係者の自発的な協力を求める手法（汚染が予測される時期・場所でのエコドライブ

の実施や不要不急の自動車利用の自粛等の呼びかけなど）が重要。

・高度道路交通システム（ＩＴＳ）を活用した情報共有による関係者の協力促進には様

々な可能性があり、効果的な情報発信の手法等のさらなる検討が必要。

5)ロードプライシング

・短期的な環境改善が困難と想定される非達成局の周辺等で、当該地区の改善につなが

るロードプライシングの有効性について、さらに研究が必要。

③流入車対策

・条例等による対策地域内の荷主の協力等が一定の成果を上げていることを踏まえて、

優良な取組について情報を共有し、他の地域に拡げていくことが重要。

・適合車ステッカー制度も活用しつつ、対策地域内の事業者における非適合車の不使用

の徹底と、ポスト新長期規制適合車等の使用の奨励をさらに図ることが重要。

④対策地域全般に係る対策

・ポスト新長期規制適合車、ハイブリッド自動車や天然ガス自動車等の低公害車の一層

の普及を促進する支援措置が必要。

・運送事業者によるエコドライブ等の取組や、荷主によるサプライチェーン全体として

のモーダルシフト、共同輸配送等の物流の効率化等の取組を奨励し拡げていくことが

重要。

・エコドライブは、コンテスト等により事業者の自発的な取組を継続的に実施・発展さ

せることが重要。

⑤その他

・新たな総量削減計画が策定されるまでの間、改定された次期総量削減基本方針に沿っ

て、関係者による対策が継続されることが必要。
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自動車排出ガス総合対策小委員会 審議経緯

第１回 日時：平成２２年９月１３日（月）１０時～１２時

内容：自動車排出ガス総合対策の経緯と現状について

第２回 日時：平成２２年１０月１５日（金）１５時～１７時３０分

内容：地方自治体からのヒアリング

（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、大阪府、兵庫県）

中間報告の取りまとめについて

第３回 日時：平成２２年１２月２日（木）１６時～１８時

内容：今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（中間報告案）

パブリックコメントの実施（平成２２年１２月９日（木）～平成２３年１月７日（金 ））

第４回 日時：平成２３年１月１８日（火）１５時～１７時

内容：パブリックコメントの結果について

今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（中間報告）


